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２
０
１
９
年
は
、
安
倍
政
権
の
あ
ら

ゆ
る
膿
（
う
み
）
が
吹
き
出
し
た
年
だ
っ

た
。
一
番
が
国
会
終
盤
ま
で
大
問
題
と

な
っ
た
「
桜
を
見
る
会
」
。
国
会
が
終

わ
っ
て
も
毎
日
「
桜
を
見
る
会
」
追
及

本
部
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
様
子
が
Ｙ
ｏ
ｕ

Ｔ
ｕ
ｂ
ｅ
で
報
道
さ
れ
て
い
た
▼
ど
う

見
て
も
官
僚
が
嘘
を
つ
い
て
い
る
の
が

わ
か
る
の
に
、
逃
げ
に
逃
げ
て
い
る
官

僚
た
ち
。
こ
れ
が
国
民
の
た
め
に
働
く

官
僚
の
姿
か
と
呆
れ
る
。
そ
し
て
無
責

任
な
安
倍
首
相
や
官
房
長
官
の
姿
勢
に

も
▼
そ
れ
に
対
し
て
、
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ

ン
で
凶
弾
に
倒
れ
た
医
師
の
中
村
哲
さ

ん
の
生
き
方
に
深
い
感
動
を
覚
え
る
。

中
村
さ
ん
は
「
日
本
は
憲
法
九
条
が
あ

る
か
ら
、
地
元
の
住
民
の
信
頼
が
得
ら

れ
て
い
る
。
九
条
は
日
本
の
歴
史
的
遺

産
」
安
保
法
制
に
つ
い
て
は
「
戦
争
以

外
の
手
段
で
国
を
守
る
の
が
戦
後
の
理

想
だ
っ
た
の
に
戦
争
が
で
き
た
昔
に
戻

す
動
き
に
見
え
る
」
と
話
し
て
い
た
▼

そ
し
て
、
そ
の
土
地
に
生
き
る
人
々
に

と
っ
て
、
何
が
一
番
必
要
な
の
か
を
考

え
、
医
師
で
あ
っ
て
も
ま
ず
生
き
る
た

め
の
水
の
確
保
に
力
を
注
い
だ
▼
あ
ら

た
め
て
、
南
知
多
町
に
つ
い
て
考
え
て

み
る
と
、
町
民
の
た
め
の
政
治
が
ど
こ

ま
で
で
き
て
い
る
だ
ろ
う
か
。
町
民
か

ら
出
さ
れ
た
国
保
税
を
下
げ
る
た
め
の

請
願
は
、
自
民
党
で
あ
ろ
う
と
共
産
党

で
あ
ろ
う
と
誰
で
も
賛
成
で
き
る
内
容

で
あ
る
。
し
か
し
、
反
対
意
見
も
な
く

否
決
さ
れ
た
。
町
民
の
た
め
に
な
る
か

な
ら
な
い
か
で
判
断
す
べ
き
で
は
な
い

か
▼
２
０
２
０
年
、
南
知
多
町
議
会
が

少
し
で
も
町
民
の
た
め
の
民
主
的
な
議

会
に
な
る
よ
う
力
を
尽
く
し
た
い
。
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問 申請主義ではなく、武豊町・

阿久比町のようにすべての介護認

定者に「障害者控除対象者認定書」

を送付しないのはなぜか。

答 厚生部長
今年度、発行・送付数は７０人

である。要介護者全員に発行送付

すると今年度は９７９人の対象者がある。必ずしもすべ

ての方に申告の必要がないことから、前年度認定書を発

行した方に対して送付している。

問 武豊町の認定書発行数はどれだけか。

答 厚生部長
自治体キャラバンの資料では１３２４人である。

問 今後も自動的に個別通知をしないと考えるのか。

答 町広報や、要介護認定等結果通知書、町ホームペー
ジにおいても周知し、必要な方が障害者控除を受けられ

るよう努めていく。

問 小学校部活動は、武豊町等のように、
社会教育の充実を基本として、縮小、廃止

に向けて準備すべきと考えるがどうか。

答 学校教育部長
学校部活動を縮小・廃止した場合、児童

の体力作りや金管バンド等の文化活動が確

保できない。社会教育の充実が確保された

段階で検討すべき将来の課題である。

問 中学校部活動は教育課程になく社会教育に移行さ
せる考えのもと、文科省通知「必ずしも教師が担う必要

のない業務」であることを基本にした学校運営と社会教

育の充実に向けた施策を進めるべきと考えるがどうか。

答 学校教育部長
中央教育審議会の答申では、学校の働き方改革の実現

のため「中学校部活動は、学校の業務だが、必ずしも教

師が担う必要のない業務」とされている。これまで学校

が果たしてきた役割も踏まえ、専門職員、指導員、地域

の人材の活用、高校や大学との連携などの運営の工夫も

必要と考えている。

問 教師の働き方が見直されている中、学校規模適正
化を考える上でも「必ずしも教師が担う必要のない業務」

であることを保護者にも理解を求めるべきと考えるがど

うか。

答 学校教育部長
学校部活動の社会教育への移行を現在は考えていない

が、指導員等の活用と教師の負担軽減について保護者に

ご理解いただくことは必要である。

校長会から出されている要望から２点質問しました。

問 保護者や他校との円滑な連絡
のため、ＦＡＸ回線を独立させて

いない８校にＦＡＸ以外で２回線

に改善すべきではないか。

答 学校教育部長
Ｈ３０年度までにＦＡＸの共用

で２回線確保を進めた。ＦＡＸ利用は少ないので増設は

考えていない。町の財政事情などから、現時点では考え

ていない。

問 篠島小中学校では公用車２台では足りず、自費でそ

れぞれ３台ずつリースし５台ずつにし、日間賀島小中で

も自費で１台購入し、各校１台ずつにしている。職員の

自費負担を減らすために、篠島小中に１台ずつ、日間賀

島には各学校で利用できる１台の公用車の配置増が必要

ではないか。

新しい年を迎え、「住民こそ主人公」の町政実現を目指し一層がんばります。
１２月議会は、４日に４人の一般質問がありました。日本共産党の内田保議

員は、①介護認定者の障害者控除の認定について ②南知多町の学校教育の条

件整備のために ③今後の学校部活動のありかた・考え方について の３点につ
いて、質問・要請をし、当局の姿勢をただしました。また、「愛知県に国民健
康保険への県の補助金廃止を撤回し、復活を求める意見書」の採択を求める請
願が町民から出され、内田議員が紹介議員として趣旨説明を行いました。

「一般質問、南知多町はまた４人のみ?!」 （傍聴者の声より）

新年 明けましておめでとうございます

答 学校教育部長

篠島には各学校２台、日間賀島には小中学校で１台と
原付バイクが小中に各１台あり、公用車は足りていると

考える。

９月議会で一般質問をした議員の数は４人で、知多半
島で南知多町が最低だと聞いた。今回の１２月議会でも

また４人だけで、議会で「異議なし」しか言わない議員

もいることにとても驚き、そして非常に残念に思った。。


